臨時・非常勤等職員の雇用安定、待遇改善を求め、若井衆議院議員（4/15）、加賀谷参議院議員（4/24）が国会質疑

公務員連絡会・地公部会は、臨時・非常勤等職員の雇用安定、待遇改善のための国会対策を行っている。この一環で、４月15日の衆議院予算委員会第二分科会で若井康彦衆議院議員（自治労協力国会議員）、４月24日の参議院予算委員会で加賀谷健参議院議員が臨時・非常勤等職員の雇用安定、待遇改善の課題について国会質疑を行った。質疑・答弁の内容うち、特徴的な点について要旨を報告する。なお、議事録については、後日、衆議院、参議院のホームページに公開されるものを参照していただきたい。

【４月15日　衆議院予算委員会第２分科会】

若井康彦衆議院議員は、１．任用と任用との間の空白期間の問題、２．雇止め問題、３．地方公務員給与削減が実施された場合の臨時・非常勤等職員の賃金への影響などの課題について総務省を質した。

１． 空白期間の問題

若井衆議院議員は、臨時・非常勤等職員の任用と任用の間の「空白期間」の問題について総務省に質したところ、公務員部長から「空白期間を設けなければならないというような法的根拠はない」との答弁を得た。

空白期間の問題については、2009年３月18日の地公部会による総務省交渉において、地公法22条に根拠をおく臨時的任用職員の場合でも「任用期間は最長１年とされているが、再度の任用は可能である」こと（自治労情報2009第0067号）、また2009年10月9日の自治労臨時・非常勤等職員協議会の総務省交渉においては「再度の任用の考え方から、制度的に空白期間を必ず置かなくてはならないということではない」こと（自治労情報2009第0287号）を確認しているところである。しかしながら、自治労の「2012年度臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件制度調査」でも明らかなように、空白期間を設けている自治体が依然２割～４割で存在していることから、今回、改めて国会の場で空白期間の問題を採り上げ、空白期間を設けることについて法的根拠がないことを確認したものである。

２． 雇止め問題

若井衆議院議員は、総務省と合意のうえ発信された消費生活相談員の「雇止め」見直しの消費者庁通知（2012年８月28日、2013年２月27日）や、最近の民間労働法制の動向などに触れながら、自治体の臨時・非常勤等職員の雇止め問題について、総務省の認識と対策を質した。これについて、公務員部長からは、①「実態として非常勤職員が行う業務の中にも、恒常的な業務があるということ、任期ごとに客観的な実証を行ったその結果として、同じ者を再度任用することは排除されないことについて消費者庁との共通の認識を持っている」、②「諸会議において、臨時・非常勤職員に関する対応を説明する際に、消費者行政担当大臣のメッセージに留意するというようなことをあわせて呼びかけをしている」、③「消費者委員会の建議にあった柔軟な専門職任用制度のあり方についても、実態を踏まえつつ、また、民間の実態あるいは労働法制、こういったものの状況を十分踏まえながら議論をしてまいりたい」との答弁があった。

３． 地方公務員給与削減の臨時・非常勤等職員への影響

若井衆議院議員は、地方公務員給与7.8％削減問題に関連して、臨時・非常勤等職員の賃金への影響について質したところ、公務員部長から「国家公務員の給与の減額支給措置は、非常勤職員が常勤職員よりも相当程度給与水準が低い場合には、減額を行わないことを基本とする運用を行う、このような閣議決定がされている」と述べたうえで、「地方の臨時・非常勤職員については、国の非常勤職員の取り扱いを参考として、適切に判断していただきたい」との答弁があった。

【４月24日　参議院予算委員会】

加賀谷健参議院議員は、①臨時・非常勤等職員の官製ワーキングプアの問題について総理大臣の見解を質すとともに、②非常勤職員に諸手当支給を制限している地方自治法の改正の必要性などについて訴えた。

１．臨時・非常勤等職員の官製ワーキングプアの問題

　加賀谷参議院議員は、官製ワーキングプアとも言われている自治体の臨時・非常勤等職員の待遇、雇用の実態について訴え、総理の見解を質した。これに対して総理からは、「これはなかなか難しいところ。地方公務員の場合は、市民、県民の税金によって給与が支払われている中にあって、官民の格差等もこれ勘案をしなければならない」と述べつつも、「委員が指摘したように、この事実上同じ仕事をやっているにもかかわらず不利な立場ということの問題意識は、いつも念頭に置いておく必要がある」「臨時の方々が正規への道をつくっていくということも極めて重要」「やる気のある方々をいかに正規としての道に進むことができるような、そういう可能性をつくっていくかということについて研究していきたい」との答弁を得た。

２．諸手当支給のための地方自治法改正

　加賀谷参議院議員は、非常勤職員には地方自治法によって諸手当が支給されないことになっている実情を述べ、地方自治法の改正の必要性を総理へ訴えた。

また、「民主党は、非常勤職員に手当が支給できるように地方自治法改正の議員立法をすべく準備を進めている。是非、自民党の皆さんにも賛同いただき、臨時・非常勤等職員の処遇改善に力を貸していただきたい」と訴えた。

　

　以上の国会質疑の到達点と課題も踏まえ、自治労は、地公部会に結集し、引き続き、臨時・非常勤等職員の雇用安定、待遇改善のため、今通常国会対策に取り組んでいく。

県本部・単組においては、上記の国会質疑の成果も活用し、臨時・非常勤等職員の雇用安定、待遇改善の取り組みを、引き続き、組織化とあわせて進めていただきたい。

以上

